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１ 業務委託の目的 

 最近の県内における新型コロナウイルスの感染状況をみると、若年層の感染者

の割合が高い傾向にある。また、新型コロナウイルスの影響により観光客の減少に

より県内の消費が減少している。 

本業務は、感染拡大を抑制するため、若年層に対するワクチン接種促進に向けた

取り組みを行うことにより接種率の向上を図るとともに、県内経済の活性化を資

することを目的とする。 

 

２ 業務内容 

（１）業務委託名称 

   ワクチン接種促進強化業務委託 

（２）業務内容 

   若年層のワクチン接種率の向上を図るため、１１月末までにワクチンの２回

接種を完了した者を対象に県産品等が当たるキャンペーンを実施する。 

   ※ 若年層とは、県内に住民票がある 18 歳から 39 歳までの者（昭和 56 年４

月２日～平成 16 年４月１日生まれの者）をいう。 

   ※ 業務内容の詳細は、別紙「ワクチン接種促進強化事業業務委託企画提案仕

様書」のとおり 

（３）契約期間 

   契約締結の日から令和４年３月３１日まで 

（４）委託料上限額 

   金２７，３５９，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

   ※この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、企画内容の規模を示す

ものであることに留意すること。 

   ※上記上限額のうち税込１５，０００，０００円以内で賞品を調達すること。 

（５）賞品の発送 

   賞品の発送は、準備ができ次第早急に発送すること。また、賞品の発送まで 

   に応募要件を満たしていることを確認すること。 

 

３ スケジュール（予定） 

 ア）募集開始   令和３年 ９月２１日（火） 

 イ）企画提案への参加申込期限   令和３年 ９月２９日（水）午後５時 

 ウ）質問書提出期限     令和３年 ９月２９日（水）午後５時 

 エ）企画提案書提出期限  令和３年１０月 ６日（水）午後３時 

 オ）プレゼンテーション日程通知  令和３年１０月 ７日（木） 

カ）プレゼンテーション審査 令和３年１０月１１日（月） 
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 キ）結果通知   令和３年１０月１２日（火） 

  

４ 応募資格 

  資格者は、次の全ての要件を満たす法人とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者であること。 

（２）物品等に係る競争入札に参加する者に必要な資格等（令和３年山梨県告示第６

７号）に規定する物品購入等入札参加有資格者名簿に登載されている者又は契

約までに名簿に登載見込みの者であること。 

（３）この公告の日から企画提案審査の日までの間に山梨県から「山梨県物品購入等

契約に係る指名停止等措置要領」に基づく指名停止を受けている日が含まれて

いる者でないこと。 

（４）県の業務に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の相手方として不適当な者で

あると認められる者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立て、

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申し立て

がなされている者（更生手続開始又は再生手続開始の決定を受けた者を除く。）

でないこと。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であって

その役員が暴力団員でないこと。 

 

５ 応募手続等 

（１）事務局 

   山梨県産業労働部産業振興課（担当：篠原・阿部） 

   〒400-8501 

   山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号 山梨県庁別館３階 

   電話番号  055-223-1537 

   ＦＡＸ番号 055-223-1547 

      メール：sangyo-sin@pref.yamanashi.lg.jp 

（２）企画提案への参加申込 

ア）提出期限：令和３年９月２９日（水）午後５時（必着） 

提出は、山梨県の休日を定める条例（平成元年山梨県条例第６号）に定め

る県の休日（以下「県の休日」という。）を除く日の午前９時から正午まで

及び午後１時から午後５時までとする。 

イ）提 出 先：事務局 
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ウ）提出方法：持参又は郵送とする。 

エ）提出書類：企画提案参加表明書（様式（１））及び誓約書（様式（２）） 

オ）そ の 他：郵送により参加表明書及び誓約書を受け付けた場合には、事務局

から電話で確認の連絡を行うので、郵送後２日以内（土曜・日曜

日を除く）に連絡がない場合には、事務局に問い合わせること。 

（３）企画提案に係る質問 

ア）質問方法及び送付先 

   質問書（様式（３））に記載し、電子メールにて下記アドレスに送信すること。 

   また、件名を「ワクチン接種促進強化業務に係る質問」として送信すること。 

事務局（産業振興課）宛て  

    メール：sangyo-sin@pref.yamanashi.lg.jp 

イ）受付期限：令和３年９月２９日（水）午後５時まで 

ウ）質問に対する回答 

   質問に対する回答は、令和３年１０月１日（金）に参加申込者すべてに対し電

子メールにて行う。 

  エ）その他 

   電話や口頭での質問には応じない。また、本企画提案に関係ない質問や公平性

を保てないと判断した質問などには回答をしないこともある。 

 

６ 企画提案書等の提出 

（１）提出書類 

  ア）企画提案書 

   ・企画提案書は、別紙「ワクチン接種促進強化事業業務委託企画提案仕様書」

の内容に沿って作成すること。 

   ・仕様書に記載されていない事項であっても、業務の推進・目的達成のために

必要と認められる内容については、委託料の上限額の範囲内で、積極的に提

案すること。 

・独自性のある内容や仕様書に記載されていない有益な追加提案等がある場

合は、わかりやすく記載すること。 

    イ）添付書類 

①提案者の概要がわかる書類（定款、寄付行為、パンフレット等） 

   ②業務工程表（様式任意） 

令和３年１１月３０日までに２回のワクチン接種を完了するためには、

１回目の接種を１１月上旬までに行わなければならないことを考慮し、特

に宣伝・告知に関する業務に留意して工程を計画すること。 

   ③業務の実施体制（様式任意） 
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  ウ）見積書 

   ・「ワクチン接種促進強化業務委託企画提案仕様書」の内容に沿って作成する

こと。 

・見積額には賞品購入費（県産品等、食事券）を含めること。 

   ・見積額は「一式」ではなく、項目ごとに記載すること（人件費、印刷費、通

信運搬費、役務費、消耗品費、旅費等）。 

   ・見積書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算

した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てた額）を基準に契約の協議を行うので、企画提案書を提出する者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

消費税及び地方消費税を除いた金額を見積書に記載すること。 

（２）提出部数：６部（正本１部、副本５部） 

（３）提出先：事務局 

（４）提出方法：持参又は郵便により、期限までに必着のこと。 

        郵送により企画提案書等を受け付けた場合には、事務局から電話

で確認の連絡を行うので、郵送後２日以内（土曜・日曜日を除く）

に連絡がない場合には、事務局に問い合わせること。 

（５）提案数：１者１案とする。 

（６）提出期限：令和３年１０月６日（水）午後３時まで 

        ※受付は、平日の午前９時から正午、午後１時から午後５時 

（最終日のみ午後３時） 

 

７ 審査・結果通知等 

（１）プレゼンテーション審査 

   期 日：令和３年１０月１１日（月） 

   場 所：別途連絡 

   時 間：別途連絡 

   その他：・プレゼンテーション１５分、質疑応答１０分、準備・入退出５分を

予定 

       ・プロジェクター及びスクリーンは県で用意するが、自前のプロジェ

クターの持ち込み可。なお、プロジェクターの使用は任意とする。 

       ・新型コロナウイルス感染防止のため、プレゼンテーションをオンラ

インで行う場合がある。その場合には別途通知する。 

 

（２）審査・結果通知 

   ア）審査基準（別添「審査基準書」による）に基づき審査し、第１位の者を契
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約締結候補者とする。最高得点の者が同点の場合、経費の見積等を総合的に

判断し、契約候補者を選定する。 

   イ）審査結果は審査終了後、速やかに通知する。 

   ウ）審査結果に対する異議申し立ては受け付けない。 

（３）企画提案の無効 

   次のいずれかに該当する場合、企画提案は無効とする。 

   ア）本募集要項に定める手続き等に合致しない場合 

   イ）提案に関する談合、提出書類の虚偽記載、その他不正行為があった場合 

 

８ 契約の締結 

  ア）第１位の候補者と協議を行い、随意契約により契約を締結する。 

    ただし、第１位の候補者と協議が整わない場合は、次点の者と協議する。 

  イ）契約時の仕様書は、企画提案の内容を踏まえ、決定する。 

  ウ）契約保証金は免除する。 

 

９ その他 

  ア）企画提案に要する費用は参加者の負担とする。 

  イ）提出された書類等は返却しない。 

  ウ）本提案により知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。 

  エ）参加表明後に企画提案書の提出を辞退する場合は、辞退届出書（様式（４））

を企画提案書の提出期限までに提出すること。なお、企画提案の辞退は自由

であり、今後、当該辞退による不利益な取扱いはしない。 

  オ）令和３年山梨県議会９月定例会において、令和３年度９月補正予算が否決さ

れた場合は、本委託業務は実施しない。 


